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SUMMARY 

Great Eastern Japan Earthquake occurred on March 11，2011． This earthquake 
caused large Tsunami．Accordingly，many people were sacrificed． In order to reduce the 
damage investigating the initial behavior of local people and organizations is necessary． 
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1. はじめに 
 
東北地方太平洋沖を震源とする M9.0 の

巨大地震により東北地方では多くの住民が

犠牲となった．その多くが，地震により発

生した巨大津波によるものである．  
東北地方では過去にも津波による甚大な

被害を繰り返し受けている． そのため，防

災施設の整備や避難道路の整備、住民の防

災意識の向上など行ってきた[1]．  
しかし，そうしてきたにもかかわらず今

回の震災では，避難途中に津波に巻き込ま

れる，避難先で津波に巻き込まれるなど多

くの住民が津波に巻き込まれ犠牲となった．

このようなことから，東日本大震災は，迅

速な津波避難の重要性が再認識された災害

であるといえる． 
近い将来，東南海地震や首都直下地震の

ような大規模地震の発生が危惧されている．

そのとき，今回のような津波が再び襲来し

て来ないとは言いきれない． これまでのよ

うな甚大な被害を出さないためにも，今回

の震災での経験を生かし備えをしていかな

ければならない． そのためには，今回どの

ような問題が生じ，どのような課題が浮き

彫りになったかを真摯に受け止め，そして
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理解する必要がある． そのための資料の一

つとして本稿を参考にしていただければと

考える． 
 
2. 東日本大震災と津波避難 
 
今回の地震によりした津波は，最大で海岸

から 6 ㎞内陸まで浸水が確認されている． 
場所により，波高 10ｍ以上，最大遡上高は

40.1ｍの大津波が発生したと思われる． 
12 都道府県にわたり，広域に甚大な被害

が発生した．東日本大震災による死者数は

16,278 名，行方不明者数は 2,994 名 1)であ

る [3]．  東日本大震災における死因は，

92.4％が溺死であると公表されている[4]． 
 
3. 避難誘導について  
 
3.1 学校等における避難誘導について 
 
 今回の震災では，地震が発生した時間帯

が平日のお昼頃であったことから，多くの

児童・生徒が小学校・中学校・高等学校等

に在校していたと思われる． そのため地震

発生時多くの児童・生徒がなんらかの避難

行動をとったと考えられる．実際，石巻市

立大川小学校では，今回の震災の津波によ

り校庭に避難していた児童 108 名中 70 名

が亡くなり，4 名が行方不明となっている

2)．文部科学省が被災した岩手・宮城・福島

の 3 県の国公私立の幼稚，小学校，中学校，

高等学校，中等教育学校，特別支援学校の

全て（本校・分校）の 3,127 校を対象とし

た調査を例にすると，地震発生直後は，安

全確保のためなのか地震発生の一次避難行

動に関して，「机の下にもぐった」という行

動が 74.4％の学校等で実施され，「大きな柱

のそばで身の低い姿勢をとる」などの場所

や状況に応じた行動を 49.3％の学校で実施

されていた． 一時避難行動に関しては，沿

岸部と内陸部の学校等で大きな差は見られ

ていない． 揺れが収まったのち，約 6 割の

学校等で校内放送やハンドマイク等で避難

指示を出し校庭などに避難させている．約

9 割強の学校等で揺れが収まってから，安

否確認等のため集合させるなどの二次避難

行動をとっている[5]．揺れの激しさから，

建物に待機せず校庭に集合，津波到達直前

に危険を察知し校庭の裏山に移動し避難し

た学校もある[6]．また，小学校では地震に

対する避難訓練を実施していた学校等ほど，

児童が「恐怖と不安でパニック状態になっ

た」割合が低くなっている．下校に関して

は，多くの学校等で保護者への引き渡しを

実施している[5]． 
 
3.2 消防団の避難誘導について 
 
 宮古市・大船渡市では津波警報以上が発

令された場合，地域防災計画などにより消

防団が水門を閉鎖することが決められてお

り，消防団員の多くがその作業にあたって

いた． 何ヵ所かの水門では，停電のため遠

隔操作機能が効かず手動で閉鎖作業を行っ

ていた．しかし作業の際に，津波が迫って

きたためにその場から逃げたが，逃げ切れ

ずに津波に巻きこまれる被害が出ている． 
宮城県塩竈市浦戸地区桂島では，昭和 35

年のチリ地震を経験していることから，今

回の地震の大きさからチリ地震以上の津波

が来ると予想し，海岸地区にあるすべての

住宅を 1 軒ずつまわり避難の呼び掛けを行
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っている．要援護者は団員と島民とで協力

し，軽トラックの荷台を使用し避難させ，

避難しないと訴えた人も説得させ避難させ

た．当地区では，今回の津波により全壊 58
棟，半壊 7 棟の被害が発生しているが，消

防団員が高齢者等の要援護者の住まいも把

握していたため，人的被害を一人も出さな

かったのである．消防団の迅速な避難誘導

対応が住民を津波から守ったと言える[7]．  
 
4. 避難行動について 
 
4.1 船舶における避難行動について 
 
 地震発生時，貨物船ASIA SYMPHONY
は釜石港に係留中であった．地震発生直後，

津波が来ると思い海を確認したところ，普

段よりも 3m ほど潮が引いていたため，緊

急出港指示が出された．しかし，陸上の荷

役クレーンが停電のためうまく機能せず，

出港の邪魔になり出港ができない状態とな

った．そのため，やむを得ず即時退船避難

を指示するにいたったのである． 
船員が暫くたってもこないため物流職員

がかけつけたところ，船の上で乗組員は焦

る様子もなくただたたずんでいただけであ

った．乗組員の全員がフィリピン人であっ

たことから，津波についての認識がなかっ

たと思われる．日本という土地で仕事をし

ていくならば，外国人労働者に対しても津

波などの災害に対し知識を与えておくこと

が必要であると考えられる．この船は，係

留索が切断され，最終的に岸壁に乗り上げ

たが，乗組員は物流職員の指示により急い

で近くの山へ避難させていたため無事であ

った[8]． 

 
4.2 住民の避難行動について 
 
今回の地震で，地震の規模そのものが大き

かったため真っ先に避難を開始した住民も

多くいる．ただちに避難しなかった住民は，

大津波警報・津波警報の情報を得たことを

きっかけに避難を開始していることがわか

っている．ただちに避難しなかった人々は，

自宅で情報の収集や確認，家族や知人の安

否確認をおこなっていた[9]．  
避難の手段として原則は徒歩であるが，

今回の震災では徒歩に加え車で避難したと

いう声も多く挙げられている[10]． 
沿岸部や避難所とする場所までの距離が

遠い地域では車利用が多かった．また高齢

者，子供などと一緒に避難する場合も車利

用が多かったことがわかっている．避難先

として，指定された避難所へ向かっていた

人が多いが，指定避難場所ではない高台や

建物の高層階へ避難していた住民が多くい

る．高い所へ逃げることができず，海から

離れることを選んでいた住民も多い．指定

された避難所にこだわらず，当時いた場所

から効率よく避難できると考えた場所を選

択し避難していた結果であると思われる[9]． 
 
5. 津波避難に関する問題点と課題 
 
5.1 避難情報について 
 
 今回の震災で，住民は何らかの避難情報

を得てから避難行動を開始する例が多いこ

ということが見てとれた．避難行動を起こ

させるのに情報は必要な手段の一つである

ことは明確である．ならば，その避難情報
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を素早く住民に与える必要があるのではな

いか．住民たちの情報収集手段として挙げ

られるのが，防災無線，テレビ，ラジオか

らの情報であるが，今回の震災では停電が

発生していたため，テレビからの情報の入

手が困難であったり，防災無線が揺れによ

り機能停止になった自治体も存在する． こ
のようなことから，避難情報が一刻も早く

住民に届くように，各地方自治体，市町村

で多様な緊急情報伝達手段の整備[10]を行う

ことが必要とされる．しかし気象庁の調査

において，今回の震災で被害の大きかった

福島・宮城・岩手では，避難するまでに津

波情報や避難の呼び掛けを知っていたかど

うかという問いに対し，「知っていた」と回

答したのはそれぞれの県で 50％前後と約

半分である．この回答は津波から生還した

人の回答であるため，今回の津波犠牲者の

中では「知らなかった」人がもっと多かっ

たのかもしれないと思われる．国土交通省

が青森県から千葉県におよぶ6県62市町村

の人々に行った調査によれば，多くの人々

が公的な警報などの避難情報に接しなくて

も，自身で危険を体感して避難を開始して

いるが，危険を体感しながらも避難しない

人が 3 割弱も存在している[11]． 住民たちに

情報を素早く与えるだけでは避難しないの

ではないだろうか． 
 
5.2 避難手段について 
 
今回の震災では避難手段の違いにより犠

牲になった人も少なくない．その代表的な

ものが，自動車による避難手段である． 
岩手県山田町では，防災無線で自動車によ

る避難が 36％を占めている[12]．車を利用し

た避難に関して，人の足で避難する場合，

スピードに限界があり，たとえ全力で走っ

て逃げたとしても津波に追いつかれ巻き込

まれてしまうかもしれないが，車の場合は

ある程度のスピードは出せ，数人単位ある

いは数十人単位で避難することが可能であ

るため，近くに高台や高い建物がない場合

でも津波から逃げ切ることができるかもし

れない． 
一方で，走行できる所が車の通れる道路

に限られるため，地震の影響により信号が

点灯していなかったりすれば，車が集中す

るため渋滞が発生し，脇道にそれたり，方

向転換ができず身動きが取れなくなる可能

性もある[9][13]． 
しかし，足の弱い家族の避難自動車が使わ

れた例が多く，家族の避難を支援するため

に早く自宅へ戻るのにも自動車が使われて

いるので，一律に自動車の使用の制限をす

ると，助かる命を奪いかねないのである[12]．  
地形によって，東北であれば平野部とリア

ス式の地域で高台の率などに差もあるため，

ただ制限をするのではなく非常用の避難ル

ートを確保しておくことも必要である．自

分の自宅や職場などから避難場所へ向かう

ルートの状況を具体的に想定し，災害時の

避難する手段を考えておくことが必要であ

る[9]． 
 

5.3 避難誘導の安全確保について 
 
  宮城県仙台市宮城野地区において，避難

広報中に寝たきりの老人宅から助けを求め

られ，救助活動中に津波に巻き込まれ 1 名

が殉職している．また，宮城県岩沼市相野

盆地区において，災害時要援護者の避難や
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避難をしない住人の説得にあたっていた分

団の 4名全員が津波に巻き込まれている[7]． 
津波の最前線で活動にあたるということは，

危険が逼迫した状況なので対応力を超えた

任務になっていたことがわかった．誘導や

広報にあたっていた団員自身が情報不足で

あったこともうかがえる．緊急の災害時に

おいて情報伝達が滞らないように無線を配

備するなど基本装備を充実しなければいけ

ない．退避ルールを確立し安全管理マニュ

アルを整備させ，地域全体で避難計画の作

成等の対策[13]も重要であると考えられる． 
 
5.4 過去の被災経験やハザードマップ等の

影響について 
 
岩手県の山田町では，昭和 35 年の津波で

川沿いが被害にあっている．そのため，チ

リ地震津波では，過去の経験から川沿いの

住民は警戒心が強く素早く高台へ避難して

いた．しかし同じ地区でも少し標高が高い

丘の麓の住民はそこまで津波が来ないと慢

心して避難しなかったため，予想を超える

大きな津波に巻き込まれて命を落としてい

る．このことから，「過去の被災経験やその

伝承は警戒心を高める材料となる一方で，

あの時の津波はここまで来なかったという

慢心材料にもなる」ということが理解でき

る[12]． 
過去の経験を信じ込むだけではなく，自

然は予想ができないものだということを常

に意識し理解しておかなければいけないの

である．また，ハザードマップ等でも同じ

ようなことが言える．避難時に住民の避難

の参考となるのが自治体の策定している想

定やハザードマップである．ハザードマッ

プでは，災害が発生したとき自宅は津波危

険区域に入っていないから安心だ，ここは

危険区域外だからここの避難所まで行けば

大丈夫だなど，想定にとらわれがちである． 
このように役立つツールであるものが，逆

にここは安全だという意識を持たせてしま

っている[14]のである．相手は自然であり想

定外のことも起こりうるのである．つまり，

時として，人間の勝手な想定にとどまるも

のではないということを理解しておく必要

がある． 
このことを十二分に理解したうえで，想

定やハザードマップなどといった避難ツー

ルを活用していくことが重要である． 
 
5.5 津波てんでんこを実践するには 
 
 津波てんでんことは三陸地方で伝承され

てきた言い伝えであり，津波がきたときは

家族がバラバラであっても「てんで」に避

難しなければ助からないという悲しい知恵

である．「てんでんこ」は，少なくとも第一

義的には，緊急時における津波避難の鉄則

を表現したものであり，その骨子は，自分

の命は自分で守ることの重要性，つまり「自

助」の原則で貫かれているように見える． 
しかし，単純素朴に，津波避難における「自

助」の重要性，まして自己責任の原則だけ

を強調するものではないところには，十分

な注意が必要である[15]． 
津波がきたとき，津波てんでんこを実践す

るには以下のような 5 つの条件[10]を満たす

ことが求められる． 

1)揺れたらすぐ津波のことが頭に浮かぶ 
2)津波に巻き込まれたら命が危ないと考え

る 
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3)津波来襲までに時間がないという認識を

もっている 
4)津波が来ても安全な避難場所（高台やビ

ル）や，早くたどり着ける避難経路を知っ

ている．避難訓練でも行ったことがある 
5)家族や近所に住んでいる親や親せき，子

どもはそれぞれ近くの安全な場所に避難す

るという確信を持っている 
 津波てんでんこを津波発生時に成功させ

るには，常日頃からわが子，家族と避難場

所や落ち合う場所について話し合ったり，

子どもが親へ自分は絶対に逃げるから大丈

夫だよと強く訴えてくることを受け入れる

など，コミュニケーションをとっておく必

要があると考えられる． 
 
6. 今後の展望 
 
今回の東日本大震災では多くの犠牲者が

発生した．その大半が津波による犠牲者で

あることは明確である．わが国は災害大国

であり，地震多発国でもあるため津波がい

つどこで起こるかわからない．この国で暮

らす私たちは今後どのようなことに気をつ

けなければいけないのだろうか．今回のよ

うな津波から犠牲者を減らすにはどのよう

にすればよいのだろうか．津波による犠牲

者を減らす基本となるのは自助と公助であ

る[10]．自分の命は自分自身で守り，それが

困難である高齢者や障害者，子どもたちな

どは地域住民の共助で助けていくことが大

切となるのではないだろうか．東日本大震

災後の地震・津波対策を検討している国の

中央防災会議専門調査会において，大震災

では車で避難した生存者が多数いたのを受

け,高台が遠い場合や高齢者の場合など，実

情に応じ車の利用が認められた．津波から

の避難方法を，現在の「原則自動車禁止」

から「原則徒歩」に方針変更を決定したの

である．共助だけでは難しい部分は，この

ように国や都道府県や市町村の公的なサポ

ートを取り入れ連携して対策を考えていく

ことが必要であるのではないだろうかと思

う． 
 
注 
(1)人的被害については各都道府県から報告

のあった数である 
(2)2012 年 1 月 23 日現在 
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